
1

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 国保連合会関係事務事業 国民健康保険室
各保険者で共通の事務（レセプトデータの管理等）について、国保連
合会で一元的に共同処理を行う

事業全体が法定
事務

（千円）

28,072
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・レセプトの内容を点検し、医療費請求の誤りを修正し、医療費の適正化を図
る。
・引き続き、レセプトの全件点検を実施することにより、医療費適正化に取り組
む。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② レセプト点検事務事業 国民健康保険室
医療機関からのレセプト請求に際して、大阪府国民健康保険団体連
合会の審査を経た後、保険者としての点検を行う

事業全体が法定
事務

（千円）

6,710
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国民健康保険料の納付管理・催告業務、各種申請・届出の受付等の業務を
行うため、
法改正等に対応するシステム改修等を実施する必要不可欠な事業である。

平成 30 年度

継続

実施区分

③ 電算管理事業 国民健康保険室
法改正等に対応するため、国民健康保険システムの改修を行い、シ
ステムを正確に維持する

事業全体が法定
事務

（千円）

9,374
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国民健康保険料の納付管理・催告業務、各種申請・届出の受付等の業務を
行うため、
国民健康保険システムの保守管理する必要不可欠な事業である。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 国保システム事業 国民健康保険室
基幹系システムに属する国民健康保険システムの保守を行い、シス
テムを正確に維持する

事業全体が法定
事務

（千円）

36,125
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 国保連合会負担金事業 国民健康保険室
国民健康保険法に基づき会員となる保険者が、大阪府国民健康保
険団体連合会規約に基づく負担金の納付を行う

事業全体が法定
事務

（千円）

6,494
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥ 近畿都市国保協議会事業 国民健康保険室
近畿２府４県の各市の国民健康保険事業に関する国への要望を取り
まとめるため、年１回の総会と年数回の幹事会を開催し、各市はその
運営経費を負担する

事業全体が法定
事務

（千円）

3
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 国民健康保険室



2

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国民健康保険の基本となる加入、脱退、保険料の賦課・通知に係る必要不
可欠な事業である。
・保険料の決定・更正通知については一括外部委託しているが、誤封入の防
止、時間外勤務の
抑制等による事務効率を図っている。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 資格賦課事務事業 国民健康保険室 国民健康保険に係る資格及び国民健康保険料賦課業務
事業全体が法定

事務

（千円）

10,315
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・国民健康保険料の収納率向上に係る重要な事業である。

・督促状、一斉催告書については一括外部委託しており、誤封入の防止、時間外勤務の抑制等によ
る事務効率を図っている。
・口座振替、コンビニ収納も行っており、納入者の利便性及び収納率の向上を図っている。
・滞納整理については、滞納者の状況に応じて催告書送付、納付相談、滞納処分を行い、滞納の解
消を図っているが、特に滞納処分についての職員のスキルアップ、職員体制の充実が今後の課題で
ある。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 収納事務事業 国民健康保険室
保険料収納管理（保険料消込、口座振替、コンビニ収納等）及び保険
料の徴収業務（督促状・催告書送付、納付相談、滞納処分）

事業全体が法定
事務

（千円）

15,762
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国民健康保険料等の滞納者に対して電話・訪問催告にて積極的な接触を図
り、生活実態の聞き取りや居所不明者の掘り起しなど収納率向上に係る重要
な事業である。

平成 30 年度

継続

実施区分

③ 嘱託員事務事業 国民健康保険室 収納嘱託員に関する業務
市が独自に実施し
ている事務

（千円）

29,624
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 国保運営協議会事業 国民健康保険室 国民健康保険運営協議会の運営に関する業務
事業全体が法定

事務

（千円）

312
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
一般被保険者療養給付事

業
国民健康保険室

診療を受ける際に医療機関等の窓口で被保険者証を提示することに
より、一部負担金を支払うだけで療養の給付が受けられる

事業全体が法定
事務

（千円）

19,919,591
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
退職被保険者等療養給付

事業
国民健康保険室

診療を受ける際に医療機関等の窓口で被保険者証を提示することに
より、一部負担金を支払うだけで療養の給付が受けられる

事業全体が法定
事務

（千円）

109,648
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



3

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
一般被保険者療養費支払

事業
国民健康保険室

被保険者に対し療養費等の一部負担金相当額を除いた額を支給す
る

事業全体が法定
事務

（千円）

386,683
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
退職被保険者等療養費支

払事業
国民健康保険室

被保険者に対し療養費等の一部負担金相当額を除いた額を支給す
る

事業全体が法定
事務

（千円）

2,456
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

③ 審査支払手数料支払事業 国民健康保険室
医療機関等より請求のある診療報酬明細書に対する審査支払事務
を委託している国民健康保険団体連合会に対し、件数に応じた手数
料の支払を行う

事業全体が法定
事務

（千円）

52,984
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

④
一般被保険者高額療養費

給付事業
国民健康保険室

被保険者が医療機関で支払った一部負担金が高額療養費の支給基
準額を超えた額を高額療養費として支給

事業全体が法定
事務

（千円）

2,828,370
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
退職被保険者等高額療養

費給付事業
国民健康保険室

被保険者が医療機関で支払った一部負担金が高額療養費の支給基
準額を超えた額を高額療養費として支給

事業全体が法定
事務

（千円）

24,946
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
一般被保険者高額介護合

算療養費事業
国民健康保険室

被保険者が１年間に支払った医療費及び介護費の自己負担額が支
給基準額を超えた際に、超えた額を高額介護合算療養費として支給

事業全体が法定
事務

（千円）

1,108
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



4

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
退職被保険者等高額介護

合算療養費事業
国民健康保険室

被保険者が１年間に支払った医療費及び介護費の自己負担額が支
給基準額を超えた際に、超えた額を高額介護合算療養費として支給

事業全体が法定
事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
一般被保険者移送費支払

事業
国民健康保険室 医師等が認めた移送費について保険給付を行う

事業全体が法定
事務

（千円）

58
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

③
退職被保険者等移送費支

払事業
国民健康保険室 医師等が認めた移送費について保険給付を行う

事業全体が法定
事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 出産育児一時金支払事業 国民健康保険室 出産の際に出産育児一時金を支給
事業全体が法定

事務

（千円）

91,766
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 葬祭費支払事業 国民健康保険室 被保険者が死亡した際、葬祭実施者に対し葬祭費を支給する
事業全体が法定

事務

（千円）

18,330
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥ 精神・結核医療給付事業 国民健康保険室 国民健康保険加入者で精神・結核医療対象者の自己負担額を助成
事業全体が法定

事務

（千円）

45,617
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



5

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
一般被保険者医療給付費

分支払事業
国民健康保険室

国民健康保険事業の共同保険者である大阪府へ一般被保険者医療
給付費分に係る保険料及び市負担金を支払う

事業全体が法定
事務

（千円）

6,927,481
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
退職被保険者等医療給付

費分支払事業
国民健康保険室

国民健康保険事業の共同保険者である大阪府へ退職被保険者等医
療給付費分に係る保険料を支払う

事業全体が法定
事務

（千円）

29,666
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

③
一般被保険者後期高齢者
支援金等分支払事業

国民健康保険室
国民健康保険事業の共同保険者である大阪府へ一般被保険者後期
高齢者等支援金等分に係る保険料及び市負担金を支払う

事業全体が法定
事務

（千円）

2,173,828
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

④
退職被保険者等後期高齢
者支援金等分支払事業

国民健康保険室
国民健康保険事業の共同保険者である大阪府へ退職被保険者等後
期高齢者等支援金等分に係る保険料を支払う

事業全体が法定
事務

（千円）

10,092
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 介護納付金分支払事業 国民健康保険室
国民健康保険事業の共同保険者である大阪府へ介護納付金分に係
る保険料及び市負担金を支払う

事業全体が法定
事務

（千円）

727,097
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥ 共同事業拠出金支払事業 国民健康保険室
大阪府国民健康保険団体連合会に退職者医療制度の対象者の把握
のため年金受給者一覧表の作成に係る経費を支払う

事業全体が法定
事務

（千円）

4
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



6

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 一時借入金利子償還事業 国民健康保険室
国保運営にあたり歳入が不足する場合、一時借入れを行う必要があ
り、本事業では、一時借入金利子の支払を行う

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
一般被保険者保険料還付

事業
国民健康保険室

国民健康保険料を納付後に資格喪失などにより保険料の過誤納金
が発生したものについて納付義務者に還付する

事業全体が法定
事務

（千円）

34,864
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

③
退職被保険者等保険料還

付事業
国民健康保険室

国民健康保険料を納付後に資格喪失などにより保険料の過誤納金
が発生したものについて納付義務者に還付する

事業全体が法定
事務

（千円）

54
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

④
一般被保険者還付加算金

事業
国民健康保険室

国民健康保険料を納付後に資格喪失や所得変更などにより保険料
減額更正となり、過誤納金が発生したものについて、納付義務者に還
付金に還付加算金を加算し還付する

事業全体が法定
事務

（千円）

425
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
退職被保険者等還付加算

金事業
国民健康保険室

国民健康保険料を納付後に資格喪失や所得変更などにより保険料
減額更正となり、過誤納金が発生したものについて、納付義務者に還
付金に還付加算金を加算し還付する

事業全体が法定
事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥ 繰上充用事業 国民健康保険室
前年度までの累積赤字相当額を繰上充用することによって、収支の
均衡を図る

事業全体が法定
事務

（千円）

1,217,564
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



7

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業 7 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・近年執行のない事業である。他市でも計上していないところもあり、今後廃止
を検討する余地がある。

平成 30 年度 縮小又は
再構築な
ど

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 予備費管理事業 国民健康保険室 不測の支出が生じた際に予備費を執行する
市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

③

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課


